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研究要旨： 

○研究目的 

DPC/PDPS 制度改定は 2 年毎に実施しており、改定時に導入された項目の評価や新たな調査 

項目の解析結果等を評価するために迅速な研究の遂行が求められるとともに、急性期医療を含む 医

療提供体制の評価、我が国の医療の質の評価と確保が求められている。そこで、本研究の目的 を以

下の２つとした。 

① 医療資源必要量を適正に反映する重症度を考慮した診断群分類の精緻化と急性期、回復 

期、外来診療を含む評価手法の開発 

② 地域医療を含む医療機能と医療の質の評価につながる  DPC/PDPS  データ活用手法の開 

発 
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具体的には、調整係数廃止に向けた制度設計の精緻化として、より適正に患者の重症度に応じ 

た医療資源必要量を評価する手法を開発すること、現在の一般病床の一部が有する、回復期機 能、

亜急性期機能も含めて、病床・病棟の機能と医療機関の機能を適切に評価する手法を明かと するこ

と、併せて、これらの手法開発上、さらには幅広い医療機能、医療の質評価等に資する 

DPC/PDPS データ活用手法の開発を本研究の目的とした。 
 
○研究方法 

各施設が厚生労働省に提出する DPC 関連データを、医療機関と個別に守秘義務契約を結ん 

だ上で収集し、分析資料とした。医療資源必要量を適正に反映する重症度を考慮した診断群分 類

の精緻化と急性期、回復期、外来診療を含む評価手法の開発については、詳細な診療行為情 報

や傷病名情報を含めた多次元的医療資源必要度評価手法の開発を行った。重点的に検討す る分

野として、脳卒中、ニューロパチー、肺炎、ＣＯＰＤ、虚血性心疾患，心不全、整形外科、リウマ チ、糖

尿病、前立腺疾患、悪性腫瘍を含めた。 

また、非 DPC 病院を含めた幅広い医療機関より DPC 調査データ等の診療情報を収集し、医療 

機関の機能の差異を機能評価係数等に反映させる手法を検討した。地域医療を含む医療機能と 

医療の質の評価につながる  DPC/PDPS  データ活用手法の開発については、患者居住地情報を 

含む DPC/PDPS データを活用して、ＥＦファイル診療明細データ、地理情報システム（GIS）等も活 

用した地域における医療機関の機能、疾患別、病床別の医療機能を評価する手法を開発した。 

併せて、DPC/PDPS     データを活用したクリニカルインディケーター等の医療の質の評価手法の 

充実化、臨床疫学研究への応用の推進を進め、幅広い医療評価手法の基盤形成をめざした。 

○研究結果 昨年度までの研究に引き続き、パブリック・クラウドサービスを利用して研究班ホーム

ページを作 成し、約  1100  病院からの暗号化した  DPC  調査データファイルを安全かつ効率的に

データベース 化して研究を進めた。DPC 分析システムの開発、CCP マトリックスの導入に係わる検

討（脳卒中領 域、肺炎、関節リウマチ、糖尿病、循環器領域等）、地域医療の評価手法に関する

検討、医療の 評価手法に関する検討（扁桃摘出術後の出血合併症、結核患者の在院死亡と関連する

因子、バ ルーン内視鏡検査における消化管穿孔のリスク要因、川崎病ガイドライン遵守とアウ

トカムの関 連、下大静脈フィルターの有効性、病院標準化死亡比、がん終末期の治療、認知症、非

高齢者市 中肺炎等）、DPC 傷病名コーディングテキストに関する検討、新様式１の調査項目の評価、

DPC セ ミナーの開催とデータ分析支援．DPC   データ提供のあり方についての検討を行った。 

○結論 

本研究は、医療環境の変化に対応する DPC 診断群分類の今後の維持・整備手法を明らかと 

し、次期以降の改訂手法の基盤を提供すると考えられた。また、特に地域医療の観点からの医療 機

関の機能評価手法を示し、今後の機能評価係数の精緻化に必要な情報を提供した。さらに、 DPC 

データを用いた医療の質評価手法を開発するとともに臨床疫学研究の手法も示し、我が国の 医療の

質の向上、臨床疫学の発展に寄与することが期待された。併せて、DPC データの利活用促 進の方法

とその課題を示した。加えて、DPC 活用のための情報基盤整備を進め、DPC データ作成 分析技術の

向上によるデータの質の向上と適正な医療提供体制の整備につながることが期待さ れた。 
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A．研究目的 

平成 15 年度から導入された診断群分類に基づ 

く１日あたり定額報酬算定制度（DPC/PDPS）の対 象

病院は全一般病床の過半を占め、その制度の適 

正な運営のために本研究は重要な意義を持つ。 

DPC/PDPS 制度改定は 2 年毎に実施しており、 

改定時に導入された項目の評価や新たな調査項目 

の解析結果等を評価するために迅速な研究の遂行 

が求められるとともに、急性期医療を含む医療提供 

体制の評価、我が国の医療の質の評価と確保の点 

でも本研究は大きな影響をもつ。そこで、本研究の 

目的を以下の２つとした。 

① 医療資源必要量を適正に反映する重症度を 

考慮した診断群分類の精緻化と急性期、回復期、 

外来診療を含む評価手法の開発 

② 地域医療を含む医療機能と医療の質の評価 

につながる DPC/PDPSデータ活用手法の開発 

本研究は単年度研究であり、研究期間内に、調 

整係数廃止に向けた制度設計の精緻化として。より 

適正に患者の重症度に応じた医療資源必要量を評 

価する手法を開発することを目的とした。また、現在 

の一般病床の一部が有する、回復期機能、亜急性 

期機能も含めて、病床・病棟の機能と医療機関の機 

能を適切に評価する手法を明かとすることも必要で 

ある。併せて、これらの手法開発上、さらには幅広 

い医療機能、医療の質評価等に資する DPC/PDPS 

データ活用手法の開発も本研究の目的に含めた。 
 
 

B．研究方法 研究に使用する厚生労働省 DPC 調査デ

ータ（各 施設が厚生労働省に提出する DPC 関連デ

ータ、様 式 1、様式 3、D/E/F ファイル）は、医療機

関と個別に 守秘義務契約を結んだ上で収集し、分析資

料とした。 外来についても E/F ファイルを提出で

きる施設につ いては、それらも収集し分析対象と

した。 医療資源必要量を適正に反映する重症度を考

慮 した診断群分類の精緻化と急性期、回復期、外

来 診療を含む評価手法の開発については、詳細な

診 療行為情報や傷病名情報を含めた多次元的医療 

資源必要度評価手法の開発を行った。具体的には 

複数の副傷病・処置情報等を組み合わせに基づい 

て一定の範囲の分類数でより精緻に医療資源必要 

量の違いを反映することが可能なＣＣＰマトリックスの 

構築を進めた。手順としては、(1)分類を決定する情 

報となりうる様々な診療情報等を抽出し、ＤＰＣ定義 表

に組み込むことでその精緻化を行い、(2)定義表 

情報に基づいてＣＣＰマトリックス分析の基礎となる 

粗分類（5000 から 10000 程度の分類数を想定）を作 

成、(3)統計的手法により粗分類を集約してＤＰＣ支 

払分類案を構築した。上記手順１および２において、 

多変量解析、クラスタ分析等を含む統計的分析を行 

う。なお、粗分類から支払分類への集約においては、 

従来用いられた樹形図ではなく対応表による集約を 

行うことし、分岐のレベルに拘束されない集約を試 

み、必要に応じて異なるＤＰＣ傷病名分類間の集約 

も検討した。重点的に検討する分野として、脳卒中、 

ニューロパチー、肺炎、ＣＯＰＤ、虚血性心疾患，心 

不全、整形外科、リウマチ、糖尿病、前立腺疾患、 

悪性腫瘍を含めた。 また、非 DPC 病院を含めた幅

広い医療機関より DPC 調査データ等の診療情報を

収集し、医療機関 の機能の差異を機能評価係数等

に反映させる手法 を検討した。平成 26 年度診療報

酬改定以降の社会 保障・税一体改革への着実な対

応、入院医療のさら なる効率化・標準化の促進、

病床機能報告制度等 の実効性の確保等多くの課題

に対応するため、病 院機能に合わせた効率的な入

院医療提供のための 診療報酬評価手法の検討、外

来も含めた急性期入 院の一体的な診療報酬評価手

法の検討、診療内容 を評価するための病名等の情

報の質的改善手法の 開発と公表されているコーディ

ングガイドの充実化 等の検討を進めた。 地域医療

を含む医療機能と医療の質の評価につ ながる

DPC/PDPS データ活用手法の開発について は、実態

と地域ニーズに即した地域医療計画の策 定と医療

体制の構築が求められており、患者居住地 情報を含

む DPC/PDPS データを活用して、ＥＦファイ ル診療明

細データ、地理情報システム（GIS）等も活 用した

地域における医療機関の機能、疾患別、病 床別の

医療機能を評価する手法を開発した。 
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併せて、DPC/PDPS データを活用したクリニカル 

インディケーター等の医療の質の評価手法の充実 

化、臨床疫学研究への応用の推進を進め、幅広い 

医療評価手法の基盤形成をめざした。 上記分析、検

討について、保険局医療課と定期 的に１か月に１

回程度の合同班会議を開催し、時期 に応じた課題につ

いて意見交換・議論を行うと共に、 進捗状況を確認

しながら、研究を進めた。 
 
 

C．研究結果 昨年度までの研究に引き続き、パブリッ

ク・クラウ ドサービスを利用して研究班ホームペー

ジを作成し、 約 1100 病院からの暗号化した DPC 調査

データファ イルを安全かつ効率的にデータベース化

して研究 を進めた。 

１．  DPC 分析システムの開発について 本研究班に

おいて、収集した  DPC  データは、デ ータセット

の量が大きく、一般的な研究者が保有す る分析環境

では処理が行えない。また、その膨大 なデータのう

ち、矛盾するレコードや、研究で使用 するには留意が

必要なデータも混じっている。そこ で、いくつかの

データ処理を行うことによって、デー タを分析可能な

ものに絞り込み、さらに分析に必要 な様々な処理を

加えてデータセットを作成し、さま ざまな研究が実

施しやすい環境を構築することを 行った。また、平

成２６年度データより様式１のフォ ーマットが変更さ

れたことに対するシステム改変を 行い、平成  26  年

データについても既存データと同 様のクリーニング

処理及びデータセット作成処理を 行うことが出来るこ

とを確認した。このデータセットの 完成で、DPC  データ

の精度を向上させ、より高度な 分析を実施すること

が可能となると考えられる。 

２．  CCP マトリックスの導入に係わる検討 

急性期入院医療の診療報酬評価の基盤となる 

DPC 診断群分類は、医療技術の進歩および医療制 

度の変化に合わせて整備を継続する必要がある。 

特に平成 30年度の調整係数廃止に向け、DPC 診断 

群分類のさらなる精緻化が必要とされている。 昨

年度までの研究に引き続き、傷病名、手術・処 置

等に基づく重症度を考慮した評価手法（CCP、 

Comorbidity  Complication  Procedure、マトリックス） 

の設計手法を検討した。在院日数および包括範囲 医

療費の医療資源必要度を指標とした多変量解析 等に

より、重症度をより精緻に評価できる可能性を 示し

た。 脳卒中領域では、入院時 JCS に加えて、発症時 

Ranking     Score を評価に含め、処置情報、副傷病

情 報を精緻化した定義テーブルを作成した。その上で、 

組み合わせ上発生しうる全ての分類を樹形図形式 に

書き下した素樹形図ごとに、在院日数(ALOS)、1 日当

たり包括範囲点数(dDPC)を集計し、クラスタ分 析に

より分類集約案を示した。また、ALOS とｄDPC それ

ぞれを一定の範囲で階級化したカテゴリごとに 集計

し、CCP マトリックス作成方法を示した。 肺炎では、

0歳、1-14 歳等の年齢区分、A-DROP    に よ る 肺 炎 

重症度ス コ ア を 加 える こ と に よ っ て 、 ALOS の

ばらつきが調整され、人工呼吸器などの処 置の情報

によって、dDPC が調整される可能性が示 された。 

関節リウマチでは、手術処置等 1 の評価の導入と 

手術処置等 2 の高額医薬品の集約化の可能性が示 さ

れた。 

糖尿病では、年齢、インスリンの使用、微笑血管 

合併症、大血管合併症、認知症などの併存症が主 

に在院日数に影響する可能性が示され、これらの 

情報を含めた CCP マトリックス分類によって、説明力 

が大きく改善することが示された。 循環器領域では、

特に心不全、弁膜症、不整脈 の相互に関係性の深

い疾患群を一群と捉えて、主 たる手術および様々

な処置と重症度指標を用いた 解析により、これらの

疾患群と一つの CCP マトリック ス構造で評価すること

ができ、将来的にＤＰＣ傷病 名分類レベルで結合で

きる可能性が示された。虚 血性心疾患および心不

全関連疾患症例について、 CCPM   の枠組みに沿っ

て、試みとして CCPM   をコ ード化した。この例を

もとに 14 桁 CCPM コード別に 在院日数の平均・標

準偏差、1  日当たり点数、1  入 院あたり点数、1  

入院あたり点数標準偏差、を集計 したテーブルの

提供を受け、グルーピングを検討し た。心不全関連

疾患症例に比し、虚血性心疾患症 
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例では、心臓カテーテル検査実施群・冠動脈インタ 

ーベンション実施群を中心に診療パターンの集積 

がみられ、目視による分類の設計がより容易だっ 

た。 

DPC 診断群分類は、手術・処置等に対して傷病 

名分類を上位に位置づける分類体系を持ち、我が 

国 の 実 地臨床 へ の親和性 の 高 さ や DPC 分類 

の 様々な医療評価への応用可能性を特徴としている。 

一方、医療資源必要度への影響は、実際に提供さ 

れた手術・処置等が大きいため、これらの要因を多 

く含めた分類が、より医療資源必要度の説明力が 

高いこととなる。しかし、現状の DPC 分類の樹形図 

構造を維持したまま説明力を上げようとすれば、下 

位の分岐数の増加による分類数の飛躍的な増加が 

避けられない。したがって、CCP マトリックスの方向 

性は、妥当な分類数を維持しつつ、傷病名分類優 

位の DPC 分類体系において手術・処置優位の支払 

手法を導入することであるといえる。一方、DPC 分類 

構造を大きく変更することは、診療報酬支払い業務 

等を混乱させるリスクもある。そこで、本年度の検討 

では、複数の DPC 傷病名分類を結合させた分類の 

作成は行わないこととして、代わりに、関連する DPC 

傷病名分類では、なるべく類似の CCP マトリックス構 

造を導入する方法をとって、将来的に DPC 傷病名 

分類レベルでの統合も検討する方向性を示すことと し

た。 

３．地域医療の評価手法に関する検討 地域におけ

る病院機能の評価に関して、患者住 所地情報を用

いて地理情報システム(GIS)を利用し て詳細な検討

を行い、個別病院の診療圏の可視化、 地域内の病院

の空間配置の可視化などを明らかと した。 

急性期医療における医療機能評価手法の開発 

を進める上では、施設単位での最適化に繋がる病 

院個別の機能だけでなく、全体最適化を目指した 

地域医療への貢献度にも目を向ける必要がある。 

本研究では、地域医療への貢献度についての評価 

を行なうことを目的として、研究班データおよび保険 

局 DPC 調査結果を使用した地域医療提供体制の 

分析に取り組み、病院の診療機能と地域・人口のカ 

バー状況を可視化した資料の整備を行った。その 

結果、地域医療への貢献度については、DPC 分類 を

用いてすべての地域で求められる機能に対応す る地

域病院(community hospital)としての役割と、特 定

の地域・施設の条件の下で提供が可能になるよう な機

能とを区分した上で、データ基づいて病院を類 型化し

て評価を行う必要があることが示された。また、 都市圏

においては診療密度に基づく病床機能区分 の観点か

ら機能分化を進めるとともに、各地域にお いて DPC

データの収集・分析を進めることで平成 27 年度から

開始される地域医療構想に貢献することが できるもの

と考えられた。 また、DPC データによって、疾患別の

診療プロセ ス時系列分析を行い、入院初期の医療密

度が非常 に高い期間、その後、一定程度の診療密度

が必要 とされる期間、退院に向けて医療密度が比較

的低 い期間があることを示し、それらを病床機能の

評価 に使う可能性を示した。これらを元に、病床機

能ごと の医療需要とその将来推計を行う可能性を示し

た。 ４．医療の評価手法に関する検討 医療の質の評

価手法の開発では、DPC データの 臨床疫学研究への応

用手法を開発し、複数の査読 付き英文専門誌に成果

を発表した。DPC データベ ースはわが国の急性期入

院患者の約 50％を占める 大規模な 診療報酬デ ー 

タ ベ ー ス (administrative claim   database)であ

り，詳細なプロセス情報とコスト 情報を含んでいる。

これらを有効活用することによっ て種々の臨床疫

学・経済分析が可能である。分担 研究者らは本年度，

扁桃摘出術後の出血合併症、 結核患者の在院死亡と

関連する因子、バルーン内 視鏡検査における消化管

穿孔のリスク要因、川崎 病ガイドライン遵守とアウト

カムの関連、下大静脈フ ィルターの有効性、などにつ

いて分析を実施した。 また、DPC/PDPS データを活用

して病院標準化 

死 亡 比 （ 以 下 、 HSMR   [hospital   

standardized mortality  ratio]  という）経年モデ

ルの構築および当 該モデルに基づいて HSMR の経年推

移を観察した。 その結果、我が国において HSMR は

減少傾向であ ることが明らかとなった。その要因とし

ては、①政策 変更等による病院の行動変化、②患者

が亡くなる 
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場所の変化や実際の医療の質の向上、③その他の 

要因、が考えられた。 さらに、がん終末期の積極的

治療の指標とされる 

「死亡前 2 週間の化学療法の施行」と緩和ケアの介 

入の関連性を明らかにすることを試みた結果、５大 

がんで死亡した 65 歳以上の高齢者 29,981 例（2010 

～2012 年度）のうち終末期に化学療法を受けた患 

者は 5.8% で 、その割合は 緩和ケアを 受けた 患

者 

（2.7%）の方がそうでない患者（6.2%）よりも低かった 

（OR:0.38,  95%CI:0.300.47,  p<0.01）。また、女性、 

初発がん、高齢者では有意に低かったが、乳がん 

では有意に高かった。 わが国で増加する認知症患

者に対し、必要とな る医療資源量を定量的に捉え、

効率的な資源配分 を行うことが求められている。

DPC 調査集計票を用 い、DPC 一般病棟における認知

症患者数、平均在 院日数、入院医療費を推計したと

ころ、認知症では、 他疾病と比べて長い平均在院日

数の傾向を示して いた。認知症を主傷病とする患者

に必要とされる入 院医療費は 2011 年時点で 517 億

円（主傷病及び併 存症対応分）と推計された。 非

高齢者の市中肺炎患者に関する研究は乏しい ため、

大規模データベースを用いて、単一施設で は遭

遇することが少ない非高齢者市中肺炎の実態 を調

査した。18 歳から 55 歳の市中肺炎入院中死亡 率

は 1.2％、入院後 10 日以内の死亡率は 0.4％であ 

った。また、肺炎重症度、年齢、悪性腫瘍の有無、 

整容自立度の 4 項目にて、予後を高精度に予測す 

ることができることを見出した。 
 
 

５．DPC    傷病名コーディングテキストに関する検討 

診療報酬支払制度の適正な運用に必要な DPC 情報

の質の確保に関して、医療資源病名、副傷病 等の

適正な選択、記録方法を明らかとするために DPC

傷病名コーディングテキストを公表し、改定を 進め

た。本年度は、疑義の発生しそうな設問を作成 し実

際に DPC コーディングについてキャリアある診 療情

報管理士に実際にコーディングしてもらい適切 なコ

ーディングを阻害する要因の分析を行った。そ の

結果、入院期間が長期に渡った場合、重篤な合 

併症が存在する場合、医療資源の投入量の判断が 

難しいケース、また、現行の原疾患主義に基づいた 場

合、却って 1 診療期間の中での医療資源投入対 象に

矛盾が発生したりという問題がある。ICD のル ール

でも医療資源の投入については具体的かつ詳 細な規定

がされているものではないので、決定の手 順を DPC の

ルールとして示すことが重要かと考えら れる。その他、

現在の分類そのものに必ずしも適切 ではない ICD 分類

が含まれているとの指摘もある他、 DPC 分類と ICD 分

類と乖離がありコーディングの際 に戸惑いが発生する

（DPC 分類名称と ICD の定義に 乖離がある等）等があり、

その要因等を調査分析し、 現行制度の中でコーディング

テキストがカバー出来 る方策を提案し、併せてワーキ

ンググループの議論 の参考に供することとしたい。 ま

た、平成 26 年度診療報酬改定に際して、将来 的な地

域医療構想の策定、病床機能の分析に向け て DPC 調査

参加施設と地域との関係を明らかにす るために見直さ

れた様式１の調査項目について、入 退院経路、入院前

後の在宅医療の有無、認知症高 齢者の日常生活自立度

判定基準等の項目につい て分析を行って現況を明らか

にすると共に、今後の 調査の改善、機能評価での利用

に向けた方法論に ついて検討を行った。 

６．DPC セミナーとデータ分析支援 DPC 制度の適正

運用と DPC        データ活用促進の ためのセミナ

ーを病院関係者および地方行政担当 者向けに計 10 回

のセミナー実施し、述べ 900 人程度 の受講者があっ

た。研究班の研究成果の報告に関 する講義とパソコ

ン用いた実習形式の演習を行った。 演習では、

Qlickview®、Tableau®などの BI ツールを 用いた DPC

データと患者病院地理情報の分析演習、 DPC 公開デー

タ等を用いた地域医療の評価手法の 演習、病院指標

の分析演習等を実施し、具体的な 分析手法を教授し

た。昨年度までの研究に引き続 き、DPC データ分析

の普及、啓発のために、詳細な 薬効分類等を含むレ

セプト電算コードマスター、手 術コードマスター等

の分析用マスターを整備し、配 布した。これらの事

業は、DPC 制度の理解、DPC デ ータの精度向上、デー

タ活用による医療の質向上 
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の試みの活性化、各医療機関の地域での役割の認 

識と機能分化の促進等につながる重要な情報イン 

フラ整備事業と考えられた。 

７．DPC データ提供のあり方について ナショナル

DPC  データ(厚生労働省提供の DPC データ：模

擬申請による試行)を用いて、急性心筋 梗塞・心

不全、脳卒中に関する各種医療の質指標 につい

て地域別に算出し、算出・公表の際に必要 な処理

および課題につき検討した。また、Health  at a 

Glance 2013 OECD Indicators で公表された日本 

の急性心筋梗塞入院 30    日死亡率(性年齢調整

後) 

は 12.2％（１か月分の患者調査データを活用）だが、 

2012  年度ナショナル DPC  データ 1  年分では

9.1% で、症例の定義を厳密にするとさらに下がった。

さら に、入院死亡率については、諸外国よりも入院

期間 が長いことが死亡を捕捉しやすくする（見かけ

の死 亡率が高くなる）点に注意する必要がある。 
 
 

D．考察 当該研究は平成 26 年度単年度研究であ

り、研究 結果の一部は平成28年度およびそれ以

降の診療報 酬改定における DPC 制度の改定に反映

されると考 えられる。本研究の成果を活用して、

データ分析に 基づく診断群分類の統合または精緻化、

コード体系 の整備のあり方が検討された。平成 28

年度以降の CCP マトリックスを含む診断群分類整備

方針が検討 され、MDC別の研究班での検討資料を

提供した。 また、DPC 病院の診療内容の透明化、

医療の質 の確保、DPC 情報の精度向上等を目的

とする病院 指標については、平成27年度以降の

機能評価係数 として導入の方向で中医協 DPC 評価

分科会におい て検討が進められている。さらに、

適切な診療報酬 制度の維持と DPC データの精度向

上のために平成 26 年度に公表された DPC 傷病名コ

ーディイングテキ ストの、制度改定対応やさらなる

データの質向上の ための改定作業を進めた。 さら

に、本研究の成果として、疾病ごとの診療密 度の

時間経過の分析を応用して病床機能を評価す 

る手法を検討した研究結果を、内閣府の「医療・介 

護情報の活用による改革の推進に関する専門調査 

会」および、厚生労働省の「地域医療構想策定ガイ 

ドライン等に関する検討会」に報告した。具体的に 

は、診療密度の観点から、疾病の高度急性期、急 

性期、回復期、慢性期等の病期を分類し、それぞ 

れの医療機能区分毎の医療需要を推計する手法を 

提案し、今後の地域医療構想、医療計画策定への 

活用手法を示した。 
 
 

E．結論 本研究は、医療環境の変化に対応する DPC

診断 群分類の今後の維持・整備手法を明らかとし、

次期 以降の改訂手法の基盤を提供すると考えられた。

ま た、特に地域医療の観点からの医療機関の機能

評 価手法を示し、今後の機能評価係数の精緻化に

必 要な情報を提供した。さらに、DPC データを用い

た 医療の質評価手法を開発するとともに臨床疫学

研 究の手法も示し、我が国の医療の質の向上、

臨床 疫学の発展に寄与することが期待された。併せ

て、 DPC データの利活用促進の方法とその課題を

示し た。加えて、DPC活用のための情報基盤整備を進

め、 DPC データ作成分析技術の向上によるデータ

の質 の向上と適正な医療提供体制の整備につながる

こと が期待された。 
 
 

F．健康器県情報 

特になし G．研

究発表 別添 
 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1.  特許取得 

特になし 

2.   実用新案登

録 特になし 

3.その他 

特になし 


